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教員の公募について 

 

拝啓 

 

時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

当研究所は「災害に関する学理の研究及び防災に関する総合研究」を目的とする全国共同利用

の研究所であり、５研究部門・６附属研究センターによって構成されています。平成２２年度よ

り、「自然災害に関する総合防災学の共同利用・共同研究拠点」に認定され、より広範な共同利用・

共同研究を推進しております。 

このたび、下記の通り教員を公募することになりました。つきましては、ご多用のところ、ま

ことに恐縮ではございますが、関係各位の皆様方にご連絡いただくとともに、適任者の応募につ

いてよろしくお取り計らい下さいますようお願い申し上げます。 

なお、京都大学では、大学改革の一環として平成２８年度より学域・学系制度を導入しました。 

この制度では、教員は教員組織としての学系に所属し、従来の部局は教育研究組織と位置づけら

れています。 

敬具 

記 

 

１．職  種： 准教授  

２．募集人員： １名 

３．所  属： 京都大学自然科学域防災学系 

４．勤務場所： 京都大学防災研究所 

総合防災研究グループ 巨大災害研究センター 災害情報システム研究領域 

（所在地：宇治市五ケ庄） 

５．職務内容： 

巨大災害による被害発生を前提として、リスクマネジメントとクライシスマネジメント

の両面から、被害の最小化と迅速な社会回復を実現する総合減災システムの構築を目指す。

GIS、AI、IoT、ビッグデータ解析、ロボット技術などの情報通信技術（ICT）を核とした

災害対応に必要な情報の収集・作成・管理・分析・利用に関する研究を、理論的かつ実践

的に推進する。また、京都大学大学院情報学研究科社会情報学専攻の教育を担当する。 

６．資 格 等： 博士の学位を有すること。 

国籍は問わないが、日常的に日本語が使えること。 

７．採用予定年月日： 令和２年４月１日 



８．任  期： なし  

９．試用期間： あり（６ヶ月） 

１０．勤務形態： 専門業務型裁量労働制（週 38 時間 45 分相当、1日 7時間 45 分相当） 

         休日：土・日曜日、祝日、年末年始、創立記念日及び夏季休業日  

１１．給与・手当等： 本学支給基準に基づき支給 

１２．社会保険： 文部科学省共済組合、厚生年金、雇用保険及び労災保険に加入 

１３．応募方法： 次の (1)～(6) 各一式 

(1) 履歴書 

(2) 研究業績一覧（査読付き論文とその他論文、著書、解説、報告などに区分けしたもの） 

(3) 主要論文別刷（コピー可）５編 

(4) 研究業績の概要（A４用紙２枚以内） 

(5) 今後の研究計画及び抱負（A４用紙２枚以内（説明図の利用可）。これまでの実績を踏

まえてどのような研究を行うか、応募者の考えを示すこと） 

(6) 推薦書（または、応募者について意見を伺える方２名の氏名と連絡先） 

１４．書類提出先： 

〒611-0011 宇治市五ケ庄 京都大学防災研究所担当事務室 気付 

巨大災害研究センター 災害情報システム研究領域 准教授候補者選考調査委員会 宛 

（封筒の表に「教員応募書類在中」と朱書し、郵送の場合には書留にすること） 

１５．応募締切： 令和元年１２月１６日（月）【必着】 

１６．選考方法： 書類選考のうえ、必要に応じて面接を行います。面接等の詳細は、別途連絡

します。  

１７．問い合わせ先： 

〒611-0011 宇治市五ケ庄 京都大学防災研究所担当事務室 気付 

巨大災害研究センター 災害情報システム研究領域 准教授候補者選考調査委員会 宛 

e-mail:apply_staff@dpri.kyoto-u.ac.jp 

（封書あるいは電子メールに限る） 

１８．その他： 

応募書類に含まれる個人情報は、選考および採用以外の目的には使用しません｡ 

なお、京都大学は男女共同参画を推進しています。多数の女性研究者の積極的な応募を期

待しています。本学における男女共同参画推進施策の一環として、「雇用の分野における男

女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（男女雇用機会均等法）」第８条の規定に基

づき、選考において評価が同等である場合は、女性を優先して採用します。 

１０．および１１．の詳細は下記 web ページ「国立大学法人京都大学就業規則一覧」をご

覧下さい。http://www.kyoto-u.ac.jp/ja/about/organization/kisoku/kichiran.html 



巨大災害研究センターの概要 

 

１．研究目的及び研究内容の概要 

巨大災害研究センターは、巨大災害による被害の軽減に関する研究を、自然科学と社会科学を

融合した視点から進めています。これは、近年の巨大災害が、自然のハザードに起因する直接被

害のみならず、人生や生活の破壊、地域文化に対する打撃、経済被害など、間接被害をも甚大化

させている点、すなわち、巨大災害が人間社会を破壊する点を踏まえたものです。 

こうした視点にたって設置された巨大災害研究センターは、巨大災害過程研究領域、災害情報

システム研究領域、災害リスクマネジメント研究領域、国際情報ネットワーク研究領域（外国人

客員）、歴史災害史料解析研究領域（客員）、地域災害研究領域（客員）、以上６つの研究領域を有

し、総合的、学際的、かつ長期的な視点に立った防災・減災研究を推進しています。 

 

巨大災害過程研究領域 

本研究領域の研究テーマは、「総合減災システムの確立と実践的防災学の構築」です。安全・

安心な社会を実現するために、巨大災害による被害を軽減するための研究を、社会科学・自然科

学を融合して行っています。特に、社会科学（社会心理学を中心として）の立場から、災害情報、

防災教育、災害文化のあり方を提案し、真に「実践的な」防災学とは何かを探っています。 

 

災害情報システム研究領域 

本研究領域の研究テーマは、「先進的な情報技術を用いた想定外にも対応できる防災・災害対応

の実現」です。時空間情報を効率的に処理できる地理情報システムを核とし、総合防災・減災シ

ステムを確立するための基礎研究を行うとともに、行政・民間企業・地域防災を担うコミュニテ

ィ・災害支援ボランティア組織などを対象に、災害対応を想定した情報システムとその評価手法

を開発することを目指しています。空間情報処理を核とし、情報収集・分析への AI、IoT、ビッ

グデータ解析などの先進的な情報技術やロボット技術の適用、災害対応過程で必要となる情報の

モデル化、システム運用のための知識体系やアーキテクチャ構築について研究を推進しています。 

 

災害リスクマネジメント研究領域 

本研究領域は、巨大災害がもたらす被害の軽減を理工学と社会科学が協同して取り組むべき研

究課題としてとらえ、そのための研究をリスクマネジメントの観点から行っています。また、こ

の研究課題を、都市や地域、国土などの総合的なリスクマネジメントの一環と位置づけ、学際融

合的かつ国際的な研究領域として発展させることを目的として多角的な研究を推進しています。 

 

このほかに、下記の２つの客員部門と１つの外国人客員部門があり、上記の３研究領域でカバー

できない研究領域を有機的に補完する活動を担っています。 

 

歴史災害史料解析研究領域（客員） 

地域災害研究領域（客員） 

国際情報ネットワーク研究領域（外国人客員） 



２．現在の教員構成 

令和元年 10 月１日現在の教員構成は以下のとおりです。 

 

巨大災害過程研究領域： 教 授  矢守 克也 

 准教授  大西 正光 

 助 教  （選考準備中） 

 助教（次世代） （選考申出中） 

災害情報システム研究領域： 教 授  畑山 満則 

 准教授  （今回公募） 

災害リスクマネジメント研究領域： 教 授  Ana Maria CRUZ NARANJO 
 准教授  横松 宗太 
情報ネットワーク研究領域： （外国人客員教授） 許瓊文 
歴史災害史料研究分野： （客員教授） 古橋 大地 

 （客員准教授） 阪本 真由美 
地域災害研究領域： （客員教授） 湧川 勝己 
 （客員准教授） 荒木 裕子 

 

---------------- 

共同利用・共同研究拠点について 

防災研究所は、大学の枠を超えて、大型の研究設備や大量の資料・データ等を全国の研究者が利

用し、共同研究を行う全国共同利用研究所として、共同利用や共同研究を推進してきました。平

成２０年７月に創設された、文部科学大臣による「共同利用・共同研究拠点」の認定制度により、

平成２２年度からは、新たに「自然災害に関する総合防災学の共同利用・共同研究拠点」として

共同利用・共同研究を推進しています。 

京都大学防災研究所の詳細は下記のホームページをご参照下さい。 

http://www.dpri.kyoto-u.ac.jp/ 

 


